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36ア
メ
リ
カ
①

｢

ウ
ォ
ー
ル
街
占
拠
運
動
」が

全
米
に
拡
大
―
労
働
組
合
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
も
合
流

　

カ
ナ
ダ
、
バ
ン
ク
ー
バ
ー
に
本
拠

を
置
く
ア
ド
バ
ス
タ
ー
ズ
・
メ
デ
ィ

ア
財
団
の
呼
び
か
け
で
始
ま
っ
た

「
ウ
ォ
ー
ル
街
占
拠
運
動
（O

ccupy 
W

allS
treet

）」
が
労
働
組
合
や
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
家
も
合
流
し
て
拡

大
し
て
い
る
。

現
状
に
不
満
を
持
つ
若
者
が
集
結

　

ア
ド
バ
ス
タ
ー
ズ
・
メ
デ
ィ
ア
財

団
は
反
商
業
主
義
、
環
境
問
題
重
視

を
掲
げ
、
隔
月
刊
誌
ア
ド
バ
ス
タ
ー

ズ
（A

dbusters

）
を
、
全
世
界
で

一
二
万
部
を
発
行
し
て
い
る
。
こ
の

ア
ド
バ
ス
タ
ー
ズ
が
「
九
月
一
七
日

か
ら
ウ
ォ
ー
ル
街
を
占
拠
せ
よ
」
と

す
る
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
を
七
月
一
三

日
に
出
し
た（http://www.adbusters.

org/blogs/adbusters-blog/
occupywallstreet.html

）。

　

九
月
一
七
日
は
ア
メ
リ
カ
合
衆
国

憲
法
記
念
日
で
あ
る
。
国
内
の
平
穏

と
福
祉
、
正
義
、
自
由
を
う
た
う
憲

法
の
精
神
に
立
ち
返
る
こ
と
を
示
唆

し
て
い
る
。

　

プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
が
出
さ
れ
た
の

ち
、
賛
同
者
が
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（http://occupyw
allst.org

）

と

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
ソ
ー
シ
ャ

ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
（
Ｓ

Ｎ
Ｓ
）、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
の
ペ
ー

ジ

を
（http://w

w
w

.facebook.
com

/O
ccupyW

allS
t?sk=w

all

）

を
立
ち
上
げ
た
。
具
体
的
な
集
合
場

所
や
運
動
内
容
に
関
す
る
情
報
共
有

の
場
と
す
る
た
め
だ
。

　

初
日
の
参
加
者
は
一
五
〇
〇
人
規

模
と
比
較
的
小
規
模
で
運
動
が
始

ま
っ
た
。
ア
ド
バ
ス
タ
ー
ズ
は
、
運

動
家
、
作
家
、
教
育
者
、
学
生
、
起

業
家
の
グ
ロ
ー
バ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
た
め
の
組
織
を
自
称
し
て
お
り
、

初
期
は
学
生
な
ど
の
若
者
が
中
心

だ
っ
た
。
つ
ま
り
、
労
働
組
合
や
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
家
な
ど
が
率
い
た

運
動
で
は
な
い
。
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（occupyw
allst.org

）
で
も
リ
ー

ダ
ー
不
在
の
運
動
を
表
明
し
て
い
る
。

　

掲
げ
ら
れ
る
主
張
は
、
高
額
所
得

者
に
対
す
る
税
制
優
遇
措
置
を
廃
し

て
、
所
得
上
位
一
％
に
集
中
す
る
富

を
残
り
の
九
九
％
に
分
配
す
る
こ
と

で
格
差
を
是
正
す
る
こ
と
や
、
金
融

関
連
企
業
を
代
表
と
す
る
企
業
減
税

を
廃
し
て
、
介
護
、
教
育
、
医
療
等

へ
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
予
算

削
減
を
阻
止
す
る
こ
と
な
ど
で
あ
る
。

　

九
月
二
九
日
に
は
運
動
に
関
す
る

宣
言
が
採
択
さ
れ
た
。
そ
の
内
容
は
、

格
差
是
正
か
ら
食
品
安
全
、
平
和
へ

の
要
求
な
ど
多
項
目
に
わ
た
る
。

　

活
動
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
動
画

生
中
継
サ
イ
ト
、
ラ
イ
ブ
ス
ト
リ
ー

ム
（w

w
w

.livestream
.com

）
や
、

動
画
投
稿
サ
イ
ト
、
ユ
ー
チ
ュ
ー
ブ

（w
w

w
.youtube.com

）
を
通
じ
て

世
界
中
に
発
信
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
こ
で
み
ら
れ
る
運
動
の
姿
は
、

従
来
型
の
労
働
組
合
と
異
な
る
。
参

加
者
は
自
分
の
境
遇
や
思
い
を
書
き

出
し
た
手
書
き
の
プ
ラ
カ
ー
ド
を
掲

げ
る
。
与
え
ら
れ
る
印
象
は
運
動
の

手
作
り
感
だ
。
印
刷
さ
れ
た
プ
ラ

カ
ー
ド
を
持
つ
組
織
的
な
デ
モ
行
進

で
は
な
な
い
。

　

音
楽
と
の
連
携
も
そ
の
一
つ
だ
。

ラ
ッ
プ
や
ヒ
ッ
プ
ホ
ッ
プ
と
い
っ
た

音
楽
と
と
も
に
、
踊
り
な
が
ら
行
進

す
る
姿
が
目
立
つ
。
若
者
が
担
っ
て

い
る
と
い
う
印
象
が
強
い
。
オ
ノ
・

ヨ
ー
コ
や
ス
ー
ザ
ン
・
サ
ラ
ン
ド
ン

と
い
っ
た
著
名
人
も
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
通
じ
て
支
持
を
表
明
し
て
い
る

ほ
か
、
運
動
と
連
動
し
て
ポ
ッ
プ
・

ミ
ュ
ー
ジ
シ
ャ
ン
が
コ
ン
サ
ー
ト
を

開
い
て
い
る
。

景
気
回
復
の
実
感
の
な
い
雇
用

　
「
ウ
ォ
ー
ル
街
占
拠
」の
背
景
に
は
、

二
〇
〇
九
年
第
二
・
四
半
期
に
終

わ
っ
た
と
さ
れ
る
景
気
後
退
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
高
止
ま
る
失
業
率
と
、

企
業
か
ら
非
中
核
人
材
と
扱
わ
れ
る

非
正
規
雇
用
の
増
加
が
あ
る
。

　

特
に
、
若
年
層
が
深
刻
な
打
撃
を

被
っ
た
。
一
六
歳
か
ら
二
四
歳
ま
で

の
失
業
率
は
今
年
四
月
か
ら
六
月
の

平
均
で
一
七
・
九
％
。
収
入
は
二
〇

〇
九
年
か
ら
一
・
九
％
ダ
ウ
ン
し
て

い
る
。

　

そ
の
一
方
で
、
五
五
歳
以
上
の
失

業
率
は
六
・
七
％
に
過
ぎ
ず
、
収
入

は
五
・
一
％
上
昇
し
て
い
る
。
一
〇

代
だ
け
の
失
業
率
を
み
れ
ば
二
五
％

に
も
達
し
て
い
る
。

　

政
府
は
、
連
邦
、
州
、
市
、
郡
（
カ

ウ
ン
テ
ィ
）
を
問
わ
ず
、
財
政
規
律

重
視
へ
と
向
か
い
、
教
育
、
介
護
、

医
療
な
ど
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
は
切
り

捨
て
ら
れ
る
傾
向
に
あ
る
。
し
か
し
、

企
業
や
高
額
所
得
者
に
対
す
る
減
税

が
継
続
し
、
若
年
層
の
不
満
と
将
来

不
安
が
、
ア
ド
バ
ス
タ
ー
ズ
の
呼
び

か
け
で
爆
発
し
た
形
と
な
っ
た
。

労
働
組
合
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動

が
参
加

　
「
ウ
ォ
ー
ル
街
占
拠
」
は
、
労
働

組
合
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
が
参
加

す
る
こ
と
で
さ
ら
な
る
拡
が
り
を
み

せ
て
い
る
。

　

労
働
組
合
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン

タ
ー
、
ア
メ
リ
カ
労
働
総
同
盟
産
別

会
議
（
Ａ
Ｆ
Ｌ
・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）
の
リ

チ
ャ
ー
ド
・
ト
ラ
ム
カ
会
長
は
、
九

月
三
〇
日
に
ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究

所
が
主
催
し
た
「
ア
メ
リ
カ
の
雇
用

と
経
済
の
未
来
」
と
題
す
る
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
の
質
疑
応
答
で
次
の
よ
う
に

答
え
て
い
る
。

　
「
労
働
組
合
は
全
国
レ
ベ
ル
、
地

方
レ
ベ
ル
の
双
方
で
『
ウ
ォ
ー
ル
街

占
拠
』
に
参
加
し
て
い
る
。
米
国
社

会
に
お
い
て
、
輸
出
入
バ
ラ
ン
ス
、

労
使
の
力
関
係
、
実
体
経
済
と
金
融

経
済
の
バ
ラ
ン
ス
な
ど
均
衡
が
必
要

な
も
の
が
あ
る
。
し
か
し
、
今
や
金

融
経
済
は
実
体
経
済
に
対
し
て
コ
ン

ト
ー
ル
不
可
能
な
ほ
ど
に
肥
大
化
し

て
い
る
。
そ
の
バ
ラ
ン
ス
を
実
体
経

済
に
引
き
寄
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

　

一
〇
月
三
日
夕
刻
に
は
ニ
ュ
ー

ヨ
ー
ク
市
の
複
数
の
労
働
組
合
が
参

加
を
表
明
し
、
市
民
会
館
に
集
ま
っ

た
。

　

全
米
運
輸
労
組
ロ
ー
カ
ル
一
〇
〇

（T
ransit W

orkers U
nion 

L
ocal 100

）、
介
護
・
看
護
労
働
者

を
組
織
す
る
サ
ー
ビ
ス
従
業
員
労
組

一
一
九
九
（1199S

E
IU

）、S
E

IU
 

L
ocal 32B

J

、
全
米
鉄
鋼
労
組
（
Ｕ

Ｓ
Ｗ
）、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市
Ａ
Ｆ
Ｌ
・

Ｃ
Ｉ
Ｏ
、
教
員
連
盟
（F

ederation 
of T

eachers

）、米
国
通
信
労
働
者
組

合
（C

om
m

unications W
orkers 

of A
m

erica

）
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
の

組
合
を
組
織
す
る
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市

中
央
労
働
組
合
評
議
会
（the N

Y
 

C
entral L

abor C
ouncil

）
が
参
加

を
表
明
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
単
位
で
労

働
者
の
権
利
擁
護
や
住
宅
問
題
、
貧

困
問
題
等
を
扱
う
活
動
を
行
っ
て
き

た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
と
労
働
組
合

が
連
携
し
た
活
動
も
「
ウ
ォ
ー
ル
街

占
拠
」
を
後
押
し
し
て
い
る
。
そ
も

そ
も
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
が
労
働

問
題
を
取
り
扱
う
よ
う
に
な
っ
た
の

は
、
一
九
九
〇
年
代
に
な
っ
て
か
ら

で
あ
る
。

　

一
九
八
〇
年
代
以
降
、
企
業
は
グ

ロ
ー
バ
ル
経
済
の
中
で
熾
烈
な
競
争

海
外
労
働
事
情
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を
余
儀
な
く
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

そ
の
た
め
、
企
業
経
営
は
中
核
人

材
と
非
中
核
人
材
を
分
け
た
人
事
労

務
管
理
を
行
う
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

企
業
は
人
材
育
成
に
一
層
の
投
資
を

行
う
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
そ

の
対
象
は
中
核
人
材
に
限
ら
れ
る
。

　

労
働
組
合
も
ま
た
企
業
経
営
に
協

力
す
る
こ
と
で
生
き
残
り
を
は
か
っ

た
。
そ
の
結
果
、
非
中
核
人
材
と
さ

れ
た
労
働
者
が
、
労
働
条
件
向
上
や

能
力
育
成
な
ど
の
点
で
置
き
去
り
に

さ
れ
た
の
で
あ
る
。

　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
は
こ
の
よ
う

な
背
景
の
な
か
で
、
弱
者
保
護
の
視

点
か
ら
発
展
し
て
き
た
。
こ
の
運
動

と
労
働
組
合
の
運
動
を
結
び
つ
け
る

活
動
が
こ
こ
数
年
の
間
に
生
ま
れ
て

き
て
い
る
。

　

そ
の
一
つ
に
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運

動
と
労
働
組
合
の
連
合
体
「
五
月
一

二
日（M

ay12

）（http://www.onm
ay12.

org/

）」
が
あ
る
。
組
織
名
は
各
組

織
の
運
動
が
結
集
し
た
日
で
あ
る
二

〇
一
一
年
五
月
一
二
日
か
ら
名
付
け

ら
れ
て
い
る
。

　

そ
の
主
張
は
、
金
融
関
連
企
業
と

富
裕
層
に
相
応
の
負
担
を
さ
せ
る
こ

と
に
よ
る
、
不
平
等
と
格
差
の
是
正
、

介
護
、
教
育
、
医
療
と
い
っ
た
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
復
活
や
維
持
で
あ
る
。

組
織
の
活
動
は
、
こ
の
よ
う
な
要
求

だ
け
で
な
く
、
教
育
支
援
、
職
業
訓

練
支
援
、
労
働
条
件
改
善
、
権
利
擁

護
な
ど
広
範
囲
に
わ
た
る
。
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
運
動
や
労
働
組
合
関
係
者
だ

け
で
な
く
、
大
学
生
や
高
校
生
も
参

加
す
る
。

　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
に
は
前
述
の

よ
う
な
設
立
趣
旨
か
ら
、
ロ
ー
ス

ク
ー
ル
や
神
学
部
、
社
会
福
祉
学
部

の
学
生
な
ど
、
社
会
の
現
状
に
危
機

感
を
覚
え
る
若
者
が
参
加
し
て
い
る
。

　

労
働
組
合
も
、
従
来
か
ら
金
融
関

連
企
業
や
投
資
家
を
非
難
し
て
い
た
。

労
働
組
合
が
企
業
経
営
に
協
力
し
て

も
、
経
営
判
断
は
投
資
家
へ
の
配
慮

か
ら
短
期
的
な
財
務
状
況
に
左
右
さ

れ
る
こ
と
が
多
く
、
労
働
組
合
の
交

渉
力
が
小
さ
く
な
る
。
こ
の
状
況
の

打
開
が
そ
の
理
由
だ
。

　

し
た
が
っ
て
、「
ウ
ォ
ー
ル
街
占

拠
」
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以

降
の
景
気
後
退
と
失
業
問
題
に
不
満

を
持
っ
た
若
者
が
突
発
的
に
行
動
し

た
わ
け
で
は
な
い
。
そ
の
下
地
は
長

期
に
わ
た
っ
て
形
成
さ
れ
て
い
た
の

で
あ
る
。

運
動
の
行
方
は
不
透
明

　

労
働
問
題
の
専
門
家
を
代
表
す
る

マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
工
科
大
学
ト
ー

マ
ス
・
コ
ー
ハ
ン
教
授
、ニ
ュ
ー
ヨ
ー

ク
市
立
大
学
ス
テ
フ
ァ
ニ
ー
・
ル
ー

ス
准
教
授
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
立

大
学
ジ
ョ
エ
ル
・
ロ
ジ
ャ
ー
ズ
教
授

に
コ
メ
ン
ト
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
次

の
よ
う
な
回
答
を
得
た
。

　

ま
ず
、
ル
ー
ス
准
教
授
は
、
問
題

の
背
景
に
「
失
業
、
借
金
、
貧
困
な

ど
の
経
済
的
問
題
を
か
か
え
る
国
民

の
大
多
数
に
対
し
て
政
策
が
機
能
し

て
い
な
い
こ
と
が
あ
る
」
と
み
る
。

そ
の
う
え
で
、「
運
動
に
参
加
し
て
い

る
人
た
ち
は
変
化
を
求
め
て
お
り
、

こ
の
動
き
は
拡
大
し
て
い
く
だ
ろ

う
」
と
す
る
。

　

一
方
、
コ
ー
ハ
ン
教
授
は
、「
雇
用

創
出
の
上
で
経
済
的
に
失
敗
し
た
政

府
、
企
業
、
そ
の
ほ
か
の
組
織
に
対

し
て
高
い
不
満
を
抱
え
る
ア
メ
リ
カ

人
が
今
ま
で
こ
の
よ
う
な
抗
議
行
動

に
で
な
か
っ
た
事
の
ほ
う
が
不
思
議

だ
」
と
し
な
が
ら
も
、「
運
動
の
終
着

点
は
不
明
瞭
で
こ
の
国
の
状
況
を
反

映
し
て
い
る
」
と
分
析
し
、「
判
断
に

は
数
カ
月
を
要
す
る
」
と
み
て
い
る
。

　

ま
た
、
ロ
ジ
ャ
ー
ズ
教
授
は
、
ア

メ
リ
カ
一
国
だ
け
の
運
動
に
と
ど
ま

ら
ず
、
金
融
経
済
へ
の
反
対
運
動
は

グ
ロ
ー
バ
ル
に
広
が
っ
て
い
る
こ
と

の
一
つ
だ
と
位
置
づ
け
る
。

　
「
ウ
ォ
ー
ル
街
占
拠
」
は
、ニ
ュ
ー

ヨ
ー
ク
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ボ
ス
ト
ン
、

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス

コ
、
シ
カ
ゴ
の
ほ
か
、
国
境
を
越
え

て
ト
ロ
ン
ト
に
も
拡
大
し
て
い
る
。

参
加
す
る
組
織
は
、
権
利
擁
護
、
労

働
組
合
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
、
反

核
、平
和
、宗
教
家
な
ど
さ
ま
ざ
ま
だ
。

　

情
報
共
有
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（occupyw
allst.org

）
は
、
グ
ロ
ー

バ
ル
な
活
動
を
進
め
る
運
動

U
NITED FOR #GLOBALCHANGE

（http://15october.net/
）
と
も

連
携
し
て
お
り
、
一
〇
月
一
五
日
に

世
界
的
な
運
動
を
呼
び
か
け
た
。

ア
メ
リ
カ
②

オ
バ
マ
大
統
領
、
雇
用
パ
ッ

ケ
ー
ジ
案
を
議
会
に
提
出

　

オ
バ
マ
大
統
領
は
減
税
、
税
制
優

遇
、
イ
ン
フ
ラ
投
資
な
ど
に
よ
っ
て

雇
用
創
出
を
行
う
と
す
る
ス
ピ
ー
チ

を
九
月
八
日
に
行
い
、
そ
の
雇
用

パ
ッ
ケ
ー
ジ
案
（A

m
erican Jobs 

A
ct

）を
一
二
日
に
議
会
に
提
案
し
た
。

　

雇
用
パ
ッ
ケ
ー
ジ
案
の
内
容
は
、

新
規
雇
用
に
関
わ
る
企
業
向
け
減
税
、

教
員
の
レ
イ
オ
フ
防
止
基
金
創
設
、

失
業
保
険
の
延
長
、
有
給
休
暇
の
拡

大
と
延
長
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
の
財
源
は
、
高
額
所
得
者
に
対

す
る
税
控
除
枠
の
削
減
と
エ
ネ
ル

ギ
ー
企
業
に
対
す
る
税
制
を
実
態
に

合
わ
せ
て
見
直
す
こ
と
に
よ
る
と
す

る
。

　

税
控
除
枠
削
減
対
象
と
な
る
の
は
、

年
収
二
〇
万
ド
ル
以
上
の
個
人
と
年

収
二
五
万
ド
ル
以
上
の
世
帯
。
雇
用

パ
ッ
ケ
ー
ジ
案
が
成
立
後
、
一
〇
年

間
で
四
〇
〇
〇
億
ド
ル
の
増
収
を
試

算
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
燃
料
費
に
か
か
る
税
制
改

革
で
は
四
六
七
〇
億
ド
ル
の
増
収
を

試
算
し
て
い
る
。

　

同
案
を
成
立
さ
せ
る
た
め
に
、
赤

字
削
減
プ
ラ
ン
（D

eficit P
lan

）

も
あ
わ
せ
て
用
意
し
て
い
る
。

　

そ
の
ほ
か
、
ア
メ
リ
カ
商
業
会
議

所
が
雇
用
創
出
プ
ラ
ン
（
九
月
五
日

に
議
会
に
提
出
）、
全
米
市
長
会
議

が
都
市
圏
に
お
け
る
職
業
訓
練
プ
ロ

グ
ラ
ム
と
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
拡
充
に

よ
り
雇
用
創
出
を
行
う
要
求
（
九
月

二
日
に
報
告
書
発
行
）
を
そ
れ
ぞ
れ

議
会
に
対
し
て
行
っ
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

O
bam

a S
eeks $447 B

illion in Tax C
uts, 

P
lu

s S
p

en
d

in
g

 In
itiativ

es to
 S

p
u

r 

H
iring, Sep. 9, D

aily L
abor R

eport

U
.S

. M
ayors R

elease Jobs A
genda, U

rge 

C
ongress to Invest In Infrastructure, 

Sep. 2, D
aily L

abor R
eport

C
ham

ber’s Jov C
reation P

lan Focuses O
n 

T
rade, T

axes, Infrastructure, E
nergy, 

Sep. 6, D
aily L

abor R
eport

ア
メ
リ
カ
③

州
公
務
員
労
組
の
権
利
制
限

問
題
は
法
廷
闘
争
へ

　

二
月
か
ら
全
米
で
拡
大
す
る
州
公

務
員
労
働
組
合
の
権
利
制
限
を
め
ぐ

る
動
き
は
各
州
で
法
廷
闘
争
の
様
相

を
み
せ
て
い
る
。

　

イ
リ
ノ
イ
州
、
ミ
シ
ガ
ン
州
、

ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
州
は
そ
れ
ぞ
れ

州
公
務
員
労
組
と
の
団
体
協
約
に
定

め
ら
れ
た
事
項
を
州
政
府
が
履
行
し

な
か
っ
た
と
し
て
裁
判
所
に
訴
え
て

い
る
。

　

イ
リ
ノ
イ
州
と
ミ
シ
ガ
ン
州
で
は

そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
結
果
が
出
て
い
る
。

イ
リ
ノ
イ
州
で
は
、
団
体
協
約
に
定

め
ら
れ
た
賃
上
げ
を
州
政
府
が
実
施

し
な
か
っ
た
こ
と
に
対
し
、
州
政
府

公
務
員
労
組
が
連
邦
地
区
裁
判
所
に

提
訴
し
て
い
た
が
、
こ
の
訴
え
が
九

月
七
日
に
取
り
下
げ
ら
れ
た
。
一
方
、

団
体
協
約
に
よ
ら
ず
に
、
州
公
務
員

の
退
職
者
年
金
を
三
％
引
き
下
げ
る

と
し
た
ミ
シ
ガ
ン
州
法
に
関
す
る
訴

訟
で
は
、
ミ
シ
ガ
ン
州
控
訴
裁
判
所

が
八
月
二
五
日
に
憲
法
違
反
で
あ
る

と
し
た
。

　

ま
た
、
ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
州
で



海外労働事情

Business Labor Trend 2011.11

38

も
、
団
体
協
約
に
よ
ら
ず
に
公
務
員

の
年
金
と
手
当
を
削
減
す
る
と
し
た

法
案
が
憲
法
違
反
で
あ
る
と
し
て
、

州
公
務
員
労
組
が
連
邦
地
区
裁
判
所

に
提
訴
し
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

N
ew

 Jersey Publilc E
m

ployee U
nions Sue 

T
o

 H
alt R

ecen
t P

en
sio

n
, B

en
efit 

C
hanges, Sep. 1, D

aily L
abor R

eport

S
eventh C

ircuit G
uts $1.7 M

illion A
w

ard 

T
o

 C
h

icag
o

 R
etirees S

ek
in

g
 P

ay 

R
aises, Sep. 2, D

aily L
abor R

eport

Public E
m

ployee W
age-C

ut L
egislation Is 

U
n

co
n

stitu
tio

n
al, M

ich
ig

an
 C

o
u

rt 

R
ules, Sep. 6, D

aily L
abor R

eport

Judges Tosses C
hallenge to W

age F
reeze 

A
ffe

c
tin

g
 3

0
,0

0
0

 Illin
o

is S
ta

te 

E
m

ployees, Sep. 8, D
aily L

abor R
eport

ア
メ
リ
カ
④

賃
金
・
手
当
総
額
は
労
組
の

有
無
で
約
一
〇
ド
ル
の
差
が

　

労
働
省
は
、
組
織
化
企
業
と
未
組

織
企
業
の
六
月
ま
で
の
一
年
間
の
賃

金
・
手
当
に
関
す
る
調
査
報
告
を
九

月
八
日
に
発
表
し
た
。

　

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
労
働
組
合
の
あ

る
企
業
の
賃
金
・
手
当
時
給
額
は
平

均
で
三
八
・
一
九
ド
ル
と
、
労
働
組

合
の
な
い
企
業
の
二
七
・
〇
六
ド
ル

を
約
一
〇
ド
ル
上
回
っ
た
。

　

手
当
の
上
昇
率
が
労
働
組
合
の
あ

る
企
業
で
四
・
五
％
、
な
い
企
業
で

二
・
七
％
と
労
働
組
合
の
あ
る
企
業

が
上
回
っ
た
一
方
で
、
賃
金
上
昇
率

で
は
、労
働
組
合
の
あ
る
企
業
が
〇
・

七
％
、
な
い
企
業
が
一
・
六
％
と
労

働
組
合
の
な
い
企
業
が
上
回
る
結
果

と
な
っ
た
。

【
参
考
資
料
】

U
nionized W

orkers’ G
ains T

rail T
hose O

f 

N
onunion O

nes in Pay, but N
ot B

enefit, 

Sep. 8, D
aily L

abor R
eport

ア
メ
リ
カ
⑤

過
半
数
が
労
働
組
合
を
支
持

―
ギ
ャ
ラ
ッ
プ
調
査

　

調
査
会
社
ギ
ャ
ラ
ッ
プ
社
が
労
働

組
合
に
関
す
る
意
識
調
査
を
九
月
一

日
に
報
告
し
た
。

　

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
調
査
対
象
の
う

ち
五
二
％
が
労
働
組
合
を
支
持
す
る

と
回
答
す
る
一
方
、
五
五
％
が
、
将

来
、
労
働
組
合
は
弱
体
す
る
と
し
た
。

　

こ
の
調
査
は
一
九
三
六
年
か
ら
毎

年
実
施
し
て
お
り
、
今
回
は
八
月
一

一
日
か
ら
一
四
日
に
か
け
て
実
施
し

た
。

【
参
考
資
料
】

M
ajo

rity
 o

f A
m

erican
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p
p
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v
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U
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u

tu
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, D
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o
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R
eport

N
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 H
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m
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L
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F
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e

n
c

e
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0
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 w
a

n
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allup

O
bam

a S
eeks $447 B

illion in Tax C
uts, 

P
lu

s S
p

en
d

in
g

 In
itiativ

es to
 S

p
u

r 

H
iring, Sep. 9, D

aily L
abor R

eport

（
国
際
研
究
部　

山
崎　

憲
）

イ
ギ
リ
ス

最
低
賃
金
額
、
一
〇
月
よ
り

改
定

　

最
低
賃
金
額
が
一
〇
月
一
日
に
改

定
さ
れ
た
。
二
一
歳
以
上
向
け
の
基

本
額
が
六
・
〇
八
ポ
ン
ド
（一
五
ペ

ン
ス
、
二
・
五
％
増
）、
一
八
―
二

〇
歳
向
け
額
が
四
・
九
八
ポ
ン
ド（
六

ペ
ン
ス
、一
・
二
％
増
）、
一
六
―
一

七
歳
向
け
額
が
三
・
六
八
ポ
ン
ド（
四

ペ
ン
ス
、一
・
一
％
増
）と
な
っ
た
ほ

か
、
昨
年
新
た
に
導
入
さ
れ
た
ア
プ

レ
ン
テ
ィ
ス
（
見
習
い
訓
練
生
）
向

け
の
額
が
二
・
六
〇
ポ
ン
ド
（
一
〇

ペ
ン
ス
、四
％
増
）に
引
き
上
げ
ら
れ

た
。
基
本
額
は
賃
金
上
昇
率
に
準
じ

て
改
定
す
る
一
方
、
雇
用
状
況
を
勘

案
の
う
え
若
者
向
け
の
最
賃
額
の
改

定
幅
は
低
く
抑
え
た
形
だ
。
最
賃
制

度
に
関
す
る
政
府
の
諮
問
機
関
で
あ

る
低
賃
金
委
員
会
は
、
今
回
の
改
定

に
よ
り
影
響
を
受
け
る
労
働
者
を
八

九
万
三
〇
〇
〇
人
と
推
計
し
て
い
る
。

制
度
の
悪
用
も
懸
念

　

た
だ
し
、
最
賃
の
支
払
い
を
回
避

す
る
悪
質
な
雇
用
主
が
み
ら
れ
る
こ

と
に
委
員
会
は
懸
念
を
示
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
雇
用
主
が
用
い
る
手
法
の

一
つ
が
、
本
来
最
賃
が
適
用
さ
れ
る

べ
き
仕
事
に
若
者
を
イ
ン
タ
ー
ン
と

し
て
受
け
入
れ
、
無
給
で
就
労
さ
せ

る
と
い
う
も
の
だ
。
就
業
体
験
や
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
、
あ
る
い
は
高
等
教
育

の
一
環
と
し
て
イ
ン
タ
ー
ン
を
受
け

入
れ
る
場
合
な
ど
は
、
最
賃
の
適
用

が
制
度
上
除
外
さ
れ
る
が
、
一
部
の

雇
用
主
は
、
こ
う
し
た
名
目
で
受
け

入
れ
た
若
者
を
実
質
的
に
働
か
せ
る

こ
と
で
、
賃
金
の
支
払
い
を
回
避
し

て
い
る
と
い
う
。
特
に
近
年
は
、
大

卒
者
の
雇
用
状
況
が
悪
化
し
て
い
る

こ
と
に
加
え
、
就
業
経
験
の
有
無
が

採
用
を
左
右
し
得
る
こ
と
か
ら
、
企

業
が
イ
ン
タ
ー
ン
制
度
を
悪
用
し
や

す
い
状
況
に
あ
る
と
い
え
る
。

　

労
務
管
理
の
専
門
団
体

X
pertH

R

の
調
査
に
よ
れ
ば
、
イ

ン
タ
ー
ン
等
を
受
け
入
れ
て
い
る
雇

用
主
の
う
ち
賃
金
を
支
払
っ
て
い
な

い
雇
用
主
の
割
合
は
四
四
％
に
の
ぼ

る
一
方
、
就
業
体
験
を
装
っ
た
無
給

イ
ン
タ
ー
ン
は
不
正
で
あ
る
と
す
る

雇
用
主
は
四
五
％
に
と
ど
ま
る
。
ま

た
、
賃
金
を
支
払
っ
て
い
る
場
合
に

も
金
額
は
ま
ち
ま
ち
で
、
中
に
は
ア

プ
レ
ン
テ
ィ
ス
向
け
の
最
賃
額
を
支

払
っ
て
い
る
雇
用
主
も
い
る
な
ど
、

最
賃
制
度
に
関
す
る
双
方
の
知
識
不

足
も
一
因
と
な
っ
て
い
る
と
み
ら
れ

る
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
低
賃
金
委

員
会
を
は
じ
め
シ
ン
ク
タ
ン
ク（
１
）

や
労
働
組
合
な
ど
は
、
イ
ン
タ
ー
ン

に
対
す
る
最
賃
適
用
の
必
要
性
を
主

張
、
政
府
は
こ
れ
を
受
け
て
、
既
存

の
最
賃
制
度
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
イ
ン

タ
ー
ン
へ
の
適
用
に
関
す
る
項
目
を

盛
り
込
ん
だ
。
最
賃
を
適
用
す
べ
き

条
件
を
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
化
し
、
雇

用
主
と
イ
ン
タ
ー
ン
の
間
の
報
酬

（
必
要
経
費
を
除
く
、
金
銭
ま
た
は

実
物
支
給
に
よ
る
）
支
払
い
を
伴
う

契
約
等
の
有
無
や
、
個
人
と
し
て
労

働
を
提
供
す
る
義
務
な
ど
の
有
無
に

よ
り
判
断
す
る
仕
組
み
だ
。

　

ま
た
、
自
営
業
者
に
対
し
て
最
低

賃
金
が
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
を
悪
用

す
る
ケ
ー
ス
も
み
ら
れ
る
。
理
容
業

の
業
界
団
体
で
あ
るN

ational 
H

airdressers F
ederation

が
低
賃

金
委
員
会
に
報
告
し
た
と
こ
ろ
に
よ

れ
ば
、
過
去
一
年
で
一
万
人
の
理
容

師
が
被
用
者
か
ら
自
営
業
者
に
変
更

さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
介
護
業
で
は
労
働
時
間

の
範
囲
を
限
定
し
て
移
動
時
間
を
除

外
し
た
り
、
訪
問
介
護
の
件
数
や
所

要
時
間
に
応
じ
た
歩
合
制
の
採
用
な

ど
に
よ
り
実
質
的
に
時
間
当
た
り
賃

金
が
最
賃
額
を
下
回
る
ケ
ー
ス
も
多

い
と
い
う
。
介
護
労
働
者
の
問
題
を

研
究
す
る
ロ
ン
ド
ン
大
学
キ
ン
グ

ス
・
カ
レ
ッ
ジ
の
フ
セ
イ
ン
博
士
は
、

イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
介
護
労
働
者
の
う

ち
最
賃
の
基
本
額
が
適
用
さ
れ
る
二

一
歳
以
上
の
介
護
労
働
者
一
一
万
人

（
九
％
）
が
最
賃
未
満
の
賃
金
水
準

に
あ
る
と
推
計
し
て
い
る（
２
）。
イ

ギ
リ
ス
全
体
に
換
算
す
る
と
一
五
～

二
〇
万
人
に
の
ぼ
り
、
政
府
統
計
の

推
定
す
る
二
万
七
〇
〇
〇
人
（
一
六

歳
以
上
）
の
約
五
倍
に
相
当
す
る
。

［
注
］

１　

例
え
ば
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ

は
、
労
働
組
合
の
Ｔ
Ｕ
Ｃ
と
共
同
で
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
実
施
に
関
す
る
ガ

イ
ダ
ン
ス
を
作
成
、
イ
ン
タ
ー
ン
の
適

正
な
利
用
を
雇
用
主
に
促
し
て
い
る
。

ま
た
Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｒ
は
、
無
給
で
就
業
す
る

こ
と
が
経
済
的
に
難
し
い
若
者
が
、
こ

う
し
た
機
会
を
利
用
で
き
な
い
と
い
う

の
は
公
正
で
は
な
い
、
と
し
て
い
る
。
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２　

介
護
業
の
技
能
支
援
団
体S

kills for 
C

are

の
収
集
す
る
介
護
労
働
者
の
賃
金

額
や
労
働
時
間
、
職
位
な
ど
に
関
す
る

デ
ー
タ
に
基
づ
く
推
計
。
Ｂ
Ｂ
Ｃ
の
報

道
（'T

housands of care w
orkers 

paid under legal lim
it' O

ctober 2, 
2011

）
に
よ
る
。

【
参
考
資
料
】

D
epartm

ent for B
usiness, Innovation and 

S
kills, L

ow
 P

ay C
om

m
ission, B

B
C

, 
G

u
ard

ian
.co

.u
k, P

erso
n

n
el T

o
d

ay, 
B

usinesslink, C
IPD

, IPPR
, T

U
C

　

各

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（
国
際
研
究
部
）

ド
イ
ツ

若
年
失
業
、
金
融
危
機
前
よ

り
改
善
―
課
題
多
い
非
正
規

層
の
増
加

　

連
邦
統
計
局
に
よ
る
と
、
今
年
六

月
の
ド
イ
ツ
の
若
年
失
業
率
は
九
・

一
％
で
、
Ｅ
Ｕ
諸
国
の
中
で
オ
ラ
ン

ダ（
七
・
一
％
）、オ
ー
ス
ト
リ
ア（
八
・

二
％
）
に
次
い
で
三
番
目
に
低
い
水

準
だ
っ
た
。
一
〇
・
七
％
だ
っ
た
〇

八
年
四
月
と
比
較
す
る
と
一
・
六
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
お
り
、
危
機
前
よ

り
改
善
し
た
こ
と
も
判
明
し
た
。
し

か
し
、
若
年
労
働
者
の
約
四
割
は
不

安
定
な
非
正
規
職
に
就
い
て
お
り
、

労
組
か
ら
は
懸
念
の
声
が
上
が
っ
て

い
る
。

他
の
年
齢
層
よ
り
高
い
失
業
率

　

多
く
の
Ｅ
Ｕ
諸
国
で
は
、
金
融
危

機
で
雇
用
状
況
が
急
速
に
悪
化
し
た

が
、
特
に
専
門
知
識
や
経
験
に
乏
し

い
若
年
者
が
そ
の
影
響
を
強
く
受
け
、

他
の
年
齢
層
よ
り
失
業
率
が
悪
化
し

た
。

　

ド
イ
ツ
で
も
、
若
年
者
（
一
五
～

二
四
歳
）
の
失
業
率（
１
）は
〇
九
年

七
月
に
一
一
・
五
％
ま
で
悪
化
し
た

が
、
政
府
は
デ
ュ
ア
ル
・
シ
ス
テ
ム

や
操
短
手
当（
２
）等
を
活
用
し
な
が

ら
、
失
業
悪
化
の
緩
和
に
努
め
た
。

そ
の
後
、
ド
イ
ツ
経
済
は
外
需
に
牽

引
さ
れ
る
格
好
で
い
ち
早
く
景
気
が

回
復
し
、
そ
れ
と
と
も
に
全
体
失
業

率
が
低
下
、
若
年
失
業
の
改
善
も
進

ん
だ
。

　

し
か
し
、
多
く
の
Ｅ
Ｕ
諸
国
で
は

現
在
で
も
金
融
危
機
の
影
響
が
残
っ

て
お
り
、
過
去
三
年
間
で
Ｅ
Ｕ
の
平

均
若
年
失
業
率
は
一
五
・
一
％
か
ら

二
〇
・
五
％
に
上
昇
。
こ
う
し
た
な

か
、
危
機
前
よ
り
若
年
失
業
率
が
改

善
し
た
の
は
ド
イ
ツ
（
一
・
六
ポ
イ

ン
ト
改
善
）
と
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

（
三
・
三
ポ
イ
ン
ト
改
善
）
の
二
カ

国
の
み
と
な
っ
て
い
る
。

　

だ
が
、
こ
の
九
・
一
％
と
い
う
若

年
失
業
率
も
、
ド
イ
ツ
就
業
者
全
体

の
失
業
率
（
六
・
一
％
）
と
比
較
す

る
と
一
・
五
倍
ほ
ど
高
く
、
若
年
者

は
依
然
と
し
て
労
働
市
場
で
不
利
な

立
場
に
置
か
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か

る
。多

い
非
正
規
雇
用

　

統
計
局
で
は
若
年
失
業
が
改
善
し

た
理
由
と
し
て
、
景
気
回
復
に
よ
る

フ
ル
タ
イ
ム
正
規
職
の
増
加
に
加
え

て
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
派
遣
、
有
期

な
ど
の
非
正
規
職
が
増
加
し
、
そ
う

し
た
職
に
就
く
若
者
が
多
か
っ
た
た

め
と
分
析
し
て
い
る
。
非
正
規
雇
用

は
、
正
規
と
比
較
す
る
と
、
賃
金
が

低
く
、
社
内
再
訓
練
の
機
会
も
少
な

い
な
ど
高
い
雇
用
リ
ス
ク
を
伴
う
が
、

一
〇
年
は
若
年
労
働
者
の
三
六
・

八
％
が
非
正
規
と
し
て
働
い
て
い
た

（
主
と
し
て
学
生
を
し
て
い
る
者
は

除
外
）。

　

こ
の
よ
う
な
現
状
に
つ
い
て
、
労

組
（
ド
イ
ツ
労
働
総
同
盟
）
は
「
Ｅ

Ｕ
の
な
か
で
ド
イ
ツ
の
若
年
失
業
率

が
低
く
、
金
融
危
機
前
よ
り
改
善
し

た
の
は
、
政
労
使
が
一
体
と
な
っ
て

若
年
問
題
に
取
り
組
ん
で
き
た
証

だ
」
と
評
価
し
つ
つ
も
、
若
年
労
働

者
の
四
割
弱
が
非
正
規
と
い
う
不
安

定
な
職
に
就
い
て
い
る
こ
と
に
つ
い

て
、「
今
後
一
層
の
教
育
訓
練
の
機
会

と
場
を
提
供
す
る
必
要
が
あ
る
」
と

し
て
、
政
府
の
対
応
を
求
め
た
。

［
注
］

１　

連
邦
統
計
局
の
上
記
発
表
数
値
は
、

Ｅ
Ｕ 
労
働
力
調
査
（E

U
-w

ide L
abour 

F
orce S

urvey

）
を
利
用
し
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ

の
国
際
基
準
に
準
拠
し
て
い
る
。
失
業

率
は
す
べ
て
季
節
調
整
値
。

２　
「
デ
ュ
ア
ル
・
シ
ス
テ
ム
」
と
は
、
義

務
教
育
終
了
後
に
職
業
学
校
に
通
い
な

が
ら
主
に
企
業
内
で
職
業
訓
練
を
受
け

る
二
元
的
制
度
の
こ
と
で
、「
操
短
手
当

（
操
業
短
縮
手
当
）」
と
は
、
事
業
主
が

操
業
短
縮
を
行
う
際
に
、
短
縮
に
伴
う

賃
金
の
目
減
り
分
を
独
連
邦
雇
用
エ
ー

ジ
ェ
ン
シ
ー
が
一
部
を
補
償
す
る
制
度

の
こ
と
。
操
短
手
当
の
補
償
額
は
子
ど

も
が
一
人
以
上
い
る
場
合
、
最
大
で
賃

金
の
六
七
％
、
そ
れ
以
外
の
労
働
者
は

六
〇
％
が
支
給
さ
れ
る
。

【
参
考
資
料
】

Statistisches B
undesam

t ( Pressem
itteilung 

N
r.293 vom

 11.08.2011) , eurostat ( last 
m

odified on 31 A
ugust 2011) , D

eutsche 

W
elle ( 08.07.2011) , D

eutscher G
e

w
erkschaftsbund ( Pressebereich 25.08.2011, 
12.08.2011)

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

財
政
赤
字
削
減
策
を
発
表

　

フ
ラ
ン
ス
で
財
政
赤
字
問
題
が
深

刻
化
し
て
い
る
。
国
債
の
格
付
け
引

き
下
げ
が
取
り
沙
汰
さ
れ
る
中
、

フ
ィ
ヨ
ン
首
相
は
八
月
二
四
日
、
財

政
赤
字
削
減
策
を
発
表
し
た
。
主
な

内
容
は
、
高
額
所
得
者
へ
の
課
税
引

上
げ
な
ど
で
、
予
想
さ
れ
て
い
た
超

過
勤
務
手
当
に
か
か
る
社
会
保
険
料

の
減
免
措
置
な
ど
の
廃
止
は
見
送
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

富
裕
層
へ
の
課
税
引
き
上
げ
を
軸
に

　

フ
ラ
ン
ス
の
財
政
赤
字
は
、
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
五
・
七
％
に
達
し
て
お
り
、
Ｅ

Ｕ
の
安
定
・
成
長
協
定
が
ユ
ー
ロ
導

入
国
に
求
め
て
い
る
基
準
の
同
三
・

〇
％
を
大
幅
に
上
回
っ
て
い
る
。

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
、
八
月
は
じ
め
、

ア
メ
リ
カ
の
財
政
赤
字
問
題
が
深
刻

化
す
る
と
同
時
に
、
フ
ラ
ン
ス
国
債

の
格
付
け
引
き
下
げ
観
測
が
流
れ
た
。

そ
の
結
果
、
パ
リ
市
場
の
株
価
が
続

落
す
る
な
ど
、
市
場
に
動
揺
が
広

が
っ
た
。
こ
う
し
た
な
か
、
市
場
の

懸
念
を
払
拭
す
る
た
め
、
フ
ィ
ヨ
ン

首
相
は
八
月
二
四
日
、
財
政
赤
字
削

減
策
を
発
表
し
た
。

　

財
政
赤
字
削
減
策
の
主
な
内
容
は
、

高
額
所
得
者
（
勤
労
収
入
及
び
資
産

収
入
が
五
〇
万
ユ
ー
ロ
を
超
え
る

者
）
へ
の
課
税
の
三
％
引
き
上
げ
や
、

タ
バ
コ
や
ア
ル
コ
ー
ル
（
ワ
イ
ン
や

地
酒
な
ど
は
除
く
）、
清
涼
飲
料
水

へ
の
課
税
の
強
化
、
テ
ー
マ
パ
ー
ク

に
お
け
る
消
費
税
（
付
加
価
値
税
）

の
税
率
引
き
上
げ
な
ど
。
政
府
は
、

こ
れ
ら
一
連
の
施
策
に
よ
り
、
二
〇

一
一
年
に
一
〇
億
ユ
ー
ロ
、
二
〇
一

二
年
に
一
一
〇
億
ユ
ー
ロ
の
財
源
が

確
保
で
き
る
も
の
と
見
込
ん
で
お
り
、

二
〇
一
二
年
の
財
政
赤
字
は
、
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
四
・
六
％
か
ら
同
四
・
五
％
に

下
が
る
と
予
測
し
て
い
る
。

　

た
だ
、
同
時
に
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
伸
び

率
は
、
二
〇
一
一
年
、
二
〇
一
二
年

と
も
に
、
一
・
七
五
％
へ
低
下
す
る

と
の
予
想
も
明
ら
か
に
し
た
（
経
済

成
長
率
の
政
府
目
標
は
、
二
〇
一
一

年
が
二
・
〇
％
、
二
〇
一
二
年
が
二
・

二
五
％
）。
こ
れ
ら
の
財
政
赤
字
削

減
策
は
、
法
整
備
を
急
ぎ
、
順
次
、

実
施
さ
れ
る
予
定
だ
。

Ｔ
Ｅ
Ｐ
Ａ
法
の
措
置
は
継
続

　

一
方
、
政
府
の
発
表
前
に
予
想
さ

れ
て
い
た
、
超
過
勤
務
手
当
に
か
か

る
所
得
税
の
免
除
お
よ
び
社
会
保
険

料
の
減
免
措
置
の
廃
止
に
つ
い
て
は
、

同
制
度
を
実
質
的
に
維
持
し
な
が
ら
、

他
の
税
・
社
会
保
険
料
軽
減
策
に
組

み
込
ん
で
運
用
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

現
行
で
は
、「
勤
労
・
雇
用
・
購
買

力
の
た
め
の
法
律
（
通
称
：
Ｔ
Ｅ
Ｐ

Ａ
法
）」
の
下
で
、
被
用
者
の
週
三
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五
時
間
を
超
え
る
超
過
勤
務
給
与
に

係
る
所
得
税
が
免
除
さ
れ
る
ほ
か
、

使
用
者
負
担
分
の
社
会
保
険
料
が
減

免（
注
）さ
れ
る
。

　

二
〇
〇
八
年
と
二
〇
〇
九
年
に
は

年
間
九
〇
〇
万
人
を
超
え
る
被
用
者

が
こ
の
措
置
の
適
用
を
受
け
、
こ
の

措
置
に
よ
っ
て
家
計
は
年
平
均
約
五

万
ユ
ー
ロ
節
約
で
き
た
と
さ
れ
る
。

二
〇
一
一
年
第
二
四
半
期
に
は
、
超

過
勤
務
の
増
加
が
続
い
た
（
二
〇
一

一
年
第
１
四
半
期
の
プ
ラ
ス
五
・

七
％
に
続
き
、
年
プ
ラ
ス
五
・
八
％
）。

そ
の
結
果
、
Ｔ
Ｅ
Ｐ
Ａ
法
に
従
っ
て

負
担
免
除
が
適
用
さ
れ
た
超
過
勤
務

時
間
数
は
第
２
四
半
期
に
は
一
億
八

六
〇
〇
万
時
間
に
な
り
、
二
〇
〇
九

年
以
降
も
っ
と
も
多
く
な
っ
た
。

　

今
回
の
提
案
で
は
、
Ｔ
Ｅ
Ｐ
Ａ
法

で
定
め
ら
れ
た
税
・
社
会
保
障
負
担

に
関
す
る
措
置
は
見
直
さ
れ
な
い
。

継
続
措
置
が
決
ま
っ
た
背
景
に
は
、

こ
れ
ま
で
の
施
策
の
効
果
に
一
定
の

評
価
が
与
え
ら
れ
た
の
と
同
時
に
、

赤
字
削
減
策
に
よ
る
内
需
の
冷
え
込

み
を
防
ぎ
た
い
と
の
配
慮
が
あ
っ
た

も
の
と
思
わ
れ
る
。
新
た
な
施
策
は

二
〇
一
二
年
Ｐ
Ｌ
Ｆ
Ｓ
Ｓ
（
社
会
保

障
財
源
法
案
）
に
盛
り
込
ま
れ
、
二

〇
一
二
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
。

［
注
］

　

従
業
員
数
二
〇
人
未
満
の
企
業
に
お
い

て
は
一
時
間
に
つ
き
一
・
五
ユ
ー
ロ
、
従

業
員
数
二
〇
人
以
上
の
企
業
に
お
い
て
は

〇
・
五
ユ
ー
ロ
が
減
免
さ
れ
る
（
Ｔ
Ｅ
Ｐ

Ａ 
法
一
条
）。

【
参
考
資
料
】

L
es E

chos

誌
、
海
外
委
託
調
査
員

（
国
際
研
究
部
）

中
国

「
工
資
条
例
」
の
導
入
、
延

期
が
濃
厚
に

　

賃
金
を
規
定
す
る
「
工
資
条
例
」

の
導
入
延
期
が
濃
厚
と
な
っ
た
。
政

府
は
今
夏
に
も
導
入
を
め
ざ
し
て
い

た
が
、
国
有
企
業
な
ど
各
界
か
ら
の

反
対
が
根
強
く
、
暗
礁
に
乗
り
上
げ

た
格
好
だ
。
ま
た
、
派
遣
労
働
に
つ

い
て
の
規
則
を
定
め
る
「
労
務
派
遣

条
例
」
も
、「
労
務
派
遣
規
則
」
に
格

下
げ
し
て
の
公
布
を
め
ざ
す
こ
と
に

な
る
な
ど
、
労
働
者
の
平
等
・
保
護

を
目
指
す
法
案
が
立
て
続
け
に
頓
挫

し
て
い
る
。

導
入
延
期
ま
で
の
経
緯

　

工
資
条
例
に
つ
い
て
は
、
人
的
資

源
社
会
保
障
部
の
前
身
で
あ
る
労
働

社
会
保
障
部
が
二
〇
〇
三
年
か
ら
八

年
の
歳
月
を
か
け
て
制
定
に
取
り
組

ん
で
き
た
。
二
〇
〇
三
年
か
ら
二
〇

〇
七
年
に
か
け
て
は
研
究
や
実
地
調

査
を
行
い
、
二
〇
〇
七
年
か
ら
は
全

国
総
工
会
、
国
家
税
総
務
局
、
そ
し

て
国
有
企
業
を
監
督
す
る
国
有
資
産

監
督
管
理
委
員
会
を
交
え
て
研
究
会

を
開
催
す
る
な
ど
、
議
論
を
深
め
た
。

二
〇
〇
八
年
一
月
に
は
人
的
資
源
社

会
保
障
部
が
国
務
院
法
制
局
に
草
案

を
提
出
、
さ
ら
に
二
〇
一
〇
年
七
月

に
も
修
正
し
た
草
案
が
国
務
院
法
制

局
に
提
出
さ
れ
た
。
こ
の
間
、
近
く

法
案
が
成
立
す
る
の
で
は
と
い
う
憶

測
報
道
が
度
々
行
わ
れ
た
が
（
参

照
：
本
誌
二
〇
〇
八
年
三
月
号
記

事
）、
草
案
の
段
階
の
ま
ま
二
〇
一

一
年
に
至
っ
た
。

　

今
年
に
入
り
、
再
び
法
案
成
立
の

予
測
が
立
ち
、
夏
に
も
成
立
す
る
の

で
は
と
の
見
込
み
も
あ
っ
た
が
、
人

的
資
源
社
会
保
障
部
の
報
道
官
は
七

月
二
五
日
、「
工
資
条
例
に
は
未
だ
い

く
つ
か
の
問
題
点
が
あ
り
、
そ
れ
を

短
期
間
で
解
決
す
る
事
は
困
難
だ
ろ

う
」
と
の
見
方
を
示
し
た
。
今
年
八

月
に
は
、
主
要
現
地
数
紙
が
条
例
の

導
入
が
無
期
限
に
延
期
さ
れ
た
こ
と

を
伝
え
て
い
る
。

工
資
条
例
の
論
点

　

工
資
条
例
の
論
点
は
次
の
五
つ
に

集
約
さ
れ
る
。
一
点
目
は
最
低
賃
金

の
定
義
統
一
に
つ
い
て
。
中
国
で
は

市
・
省
ご
と
に
最
低
賃
金
の
定
義
が

異
な
っ
て
お
り
、
社
会
保
険
料
や
住

宅
積
立
金
を
最
低
賃
金
に
含
め
る
か

ど
う
か
が
地
域
ご
と
に
異
な
る
。
こ

の
た
め
定
義
の
統
一
が
検
討
さ
れ
て

い
た
。

　

二
点
目
は
物
価
上
昇
率（
Ｃ
Ｐ
Ｉ
）

を
考
慮
し
た
昇
給
率
の
決
定
に
つ
い

て
。
中
国
で
は
イ
ン
フ
レ
状
態
が
慢

性
的
に
続
い
て
お
り
、
労
働
者
の
生

活
を
苦
し
め
て
い
る
。
そ
こ
で
昇
給

に
際
し
て
Ｃ
Ｐ
Ｉ
を
考
慮
し
た
決
定

方
法
を
導
入
し
、
物
価
水
準
に
沿
っ

た
賃
上
げ
制
度
の
構
築
を
め
ざ
す
。

　

三
点
目
は
団
体
協
議
に
関
す
る
規

定
で
あ
る
。
団
体
交
渉
制
度
に
違
反

し
た
企
業
に
対
し
、
罰
金
を
徴
収
す

る
案
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

四
点
目
は
同
工
同
酬
（
同
一
労
働

同
一
賃
金
）
に
つ
い
て
。
中
国
で
は

か
つ
て
の
国
有
企
業
改
革
の
際
に
人

員
整
理
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
国
有

企
業
で
働
く
派
遣
労
働
者
が
急
増
し

た
。
現
在
国
有
企
業
で
働
く
労
働
者

の
半
数
以
上
は
派
遣
労
働
者
で
あ
る

と
言
わ
れ
る
。
ま
た
中
国
全
土
で
も
、

約
六
〇
〇
〇
万
人
の
派
遣
労
働
者
が

存
在
し
て
い
る
と
言
わ
れ
て
お
り
、

派
遣
労
働
者
と
正
規
職
員
の
賃
金
格

差
が
問
題
視
さ
れ
処
遇
の
改
善
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

　

五
点
目
が
、
一
部
産
業
分
野
の
企

業
へ
の
賃
金
制
度
に
対
す
る
介
入
で

あ
る
。
金
融
業
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

の
分
野
で
は
、
規
制
が
強
い
た
め
新

規
参
入
が
難
し
く
、
労
働
者
の
賃
金

表　各国の中所得の罠滞留期間

国名 第一段階 第二段階 第三段階
中所得の罠 
滞在期間 
（年）

1人当たり
GDP 

（米ドル： 
2009年）

日本 1966 1973 1985 12 39378
韓国 1977 1988 1995 7 17078
シンガポール 1971 1979 1990 11 36537
香港 1971 1978 1989 11 31300
イタリア 1963 1977 1987 10 35084
スペイン 1969 1971 1978 7 31774
マレーシア 1977 1995 - 16 ～ 7030
アルゼンチン 1962 1988 - 23 ～ 7666
メキシコ 1974 1992 - 19 ～ 8143
ブラジル 1975 1995 - 16 ～ 8114
中国 2001 2010 2021 ～ 2025 - 4114
資料出所：中国社会科学院社会学研究所
注：1人当たりGDPが995米ドル、3946米ドル、12196米ドルを超えた時点がそれ
ぞれ第一、第二、第三段階である。中国の第二、第三段階の値は推測値。第一段
階から第二段階までは、発展途上国型の成長モデルで到達できるが、中所得の罠
にはまると第二段階から第三段階の間で長期に停滞する。
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が
高
水
準
で
あ
る
。
政
府
と
し
て
対

象
産
業
分
野
の
企
業
の
賃
金
制
度
に

介
入
し
て
、
賃
金
が
高
く
な
り
過
ぎ

な
い
よ
う
に
す
る
案
が
検
討
さ
れ
て

い
る
。

延
期
要
因
は
国
有
企
業
な
ど
の
反
対

　

こ
の
う
ち
、
特
に
賃
金
上
昇
と
均

等
処
遇
の
問
題
に
つ
い
て
は
反
対
が

大
き
か
っ
た
。
賃
金
上
昇
に
つ
い
て

は
、
低
所
得
層
の
賃
金
引
き
上
げ
が

課
題
と
な
っ
て
い
る
。
国
家
発
展
改

革
委
員
会
は
、
低
所
得
者
層
に
は
一

定
の
規
制
が
必
要
と
の
見
解
を
示
し
、

最
低
賃
金
の
整
備
を
促
し
た
。
し
か

し
、
こ
こ
最
近
の
急
激
な
ピ
ッ
チ
で

の
賃
金
の
上
昇
が
企
業
経
営
を
圧
迫

し
て
い
る
と
し
て
、
特
に
経
営
の
厳

し
い
中
小
企
業
経
営
者
か
ら
の
反
対

が
大
き
い
。

　

一
方
、
均
等
処
遇
に
つ
い
て
は
、

国
有
企
業
か
ら
の
反
対
意
見
が
強

か
っ
た
。
同
一
労
働
同
一
賃
金
が
実

現
す
れ
ば
、
労
働
者
の
半
数
以
上
が

派
遣
労
働
者
で
あ
る
国
有
企
業
に

と
っ
て
は
、
人
件
費
の
上
昇
は
不
可

避
だ
か
ら
だ
。

労
務
派
遣
条
例
も
規
則
に
格
下
げ
へ

　

工
資
条
例
の
他
に
、
派
遣
労
働
に

つ
い
て
規
定
す
る「
労
務
派
遣
条
例
」

も
、
二
年
半
を
か
け
て
草
案
の
作
成

が
行
わ
れ
て
い
た
。
し
か
し
こ
れ
も

国
有
企
業
の
強
い
反
対
に
よ
り
実
現

困
難
に
な
っ
た
。
そ
の
た
め
、
人
的

資
源
社
会
保
障
部
は
今
後
、「
労
務
派

遣
規
則
」
に
格
下
げ
し
た
う
え
で
公

布
を
め
ざ
す
。

　
「
労
務
派
遣
条
例
」
は
、
派
遣
労

働
者
の
権
益
が
侵
害
さ
れ
た
場
合
に
、

派
遣
会
社
と
使
用
会
社
の
双
方
に
連

帯
責
任
を
負
わ
せ
罰
金
を
課
す
な
ど
、

派
遣
労
働
者
の
保
護
を
優
先
す
る
内

容
で
検
討
さ
れ
て
い
た
。

　
「
条
例
」
は
国
務
院
行
政
法
規
に

該
当
し
、
公
布
ま
で
に
長
い
時
間
を

要
す
る
の
に
対
し
、「
規
則
」
は
人
的

資
源
社
会
保
障
部
・
外
交
部
な
ど
が

各
所
轄
領
域
に
お
い
て
制
定
す
る
た

め
、「
条
例
」
よ
り
も
効
力
が
低
く
な

る
も
の
の
、
比
較
的
短
時
間
で
の
制

定
が
可
能
で
あ
る
。

　
「
条
例
」
か
ら
「
規
則
」
へ
の
変

更
は
、
派
遣
労
働
者
の
保
護
が
喫
緊

の
課
題
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
の

人
的
資
源
社
会
保
障
部
の
判
断
で

あ
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

中
所
得
の
罠

　

中
国
は「
中
所
得
の
罠
」に
は
ま
っ

て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
指
摘

が
一
部
に
あ
る
。「
中
所
得
の
罠
」

と
は
、
世
界
銀
行
が
二
〇
〇
六
年
の

「
東
ア
ジ
ア
経
済
発
展
報
告
」
に
お

い
て
提
唱
し
た
概
念
だ
。
経
済
が
成

長
し
、
一
人
当
た
り
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
あ

る
一
定
の
水
準
に
達
す
る
と
、
こ
れ

ま
で
の
安
価
な
労
働
力
を
強
み
と
す

る
発
展
途
上
国
型
の
経
済
成
長
を
維

持
で
き
な
く
な
る
。
そ
の
後
新
た
な

経
済
成
長
戦
略
を
実
行
し
な
け
れ
ば

経
済
は
長
期
的
に
停
滞
し
、
社
会
に

格
差
拡
大
や
汚
職
が
蔓
延
す
る
。

　

中
所
得
の
罠
を
脱
出
し
た
国
と
し

て
は
日
本
・
韓
国
・
イ
タ
リ
ア
な
ど

が
挙
げ
ら
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
一
〇
年
程

度
で
脱
出
し
て
い
る
が
、
ラ
テ
ン
ア

メ
リ
カ
諸
国
は
二
〇
年
近
く
こ
の
罠

に
は
ま
っ
て
お
り
、
未
だ
に
脱
出
で

き
て
い
な
い
（
表
）。
そ
れ
だ
け
に
、

人
口
一
三
億
人
を
抱
え
る
中
国
が
中

所
得
の
罠
を
脱
出
で
き
る
か
ど
う
か

は
世
界
的
な
関
心
事
と
な
っ
て
い
る
。

そ
う
し
た
意
味
で
今
回
の
「
工
資
条

例
」
の
導
入
見
送
り
は
、
労
働
者
の

格
差
縮
小
・
労
働
者
の
平
等
実
現
と

い
う
観
点
よ
り
、
罠
か
ら
の
脱
出
も

一
歩
後
退
し
た
と
い
え
よ
う
。

【
参
考
資
料
】

海
外
調
査
員
、『
中
国
労
働
保
障
報
』（
八
月

二
四
日
付
）

人
的
資
源
社
会
保
障
部
、
網
易
財
経
、
北

青
網
、
中
国
社
会
科
学
院
社
会
学
研
究

所

（
国
際
研
究
部
）

韓
国

若
者
の
起
業
支
援
策

　

政
府
は
九
月
五
日
、
与
党
と
の
協

議
を
通
じ
、
若
者
の
起
業
支
援
を
行

う
こ
と
で
合
意
し
た
こ
と
を
明
ら
か

に
し
た
。主
な
支
援
内
容
は
、①
起
業

支
援
予
算
を
大
幅
に
増
額
（
二
五
〇

〇
億
ウ
ォ
ン
か
ら
四
九
〇
〇
億
ウ
ォ

ン
へ
）
②
起
業
の
リ
ス
ク
緩
和
策
と

し
て
「
若
者
専
用
起
業
資
金
（
八
〇

〇
億
ウ
ォ
ン
規
模
）」を
助
成
。
ま
た
、

融
資
の
一
部
を
政
府
が
請
負
う
債
務

調
整
型
起
業
資
金
の
創
設
③
創
造
的

な
ア
イ
デ
ィ
ア
に
よ
る
一
人
企
業
の

支
援
（
五
〇
億
ウ
ォ
ン
規
模
）
④
起

業
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
運
用
す
る
大
学
や

機
関
の
支
援
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

背
景
に
若
者
の
高
い
失
業
率

　

韓
国
の
若
者(

一
五
～
二
九
歳)

の
失
業
率
は
高
い
。
二
〇
〇
九
年
現

在
、
若
年
失
業
者
は
三
四
万
七
〇
〇

〇
人
で
、
前
年
よ
り
三
万
三
〇
〇
〇

人
増
加
し
た
。
若
年
失
業
率
は
八
・

一
％
で
、
二
〇
〇
九
年
の
全
体
の
失

業
率
三
・
六
％
と
比
べ
る
と
二
倍
を

超
え
る
。

　

失
業
率
の
高
さ
に
つ
い
て
は
他
の

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
国
々
と
比
べ
る
と
目
立

た
な
い
が
、
雇
用
率
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸

国
の
な
か
で
も
最
低
水
準
で
あ
る
。

九
〇
年
が
四
三
・
六
％
、
九
五
年
が

四
五
・
六
％
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
緊
急
支
援

を
受
け
た
九
八
年
に
は
四
〇
・
六
％

を
記
録
し
た
。

　

そ
の
後
、二
〇
〇
二
年
に
は
四
五
・

一
％
と
回
復
し
た
が
、
経
済
危
機
の

影
響
か
ら
、
二
〇
〇
九
年
に
は
一
九

八
二
年
経
済
活
動
人
口
調
査
を
始
め

て
以
来
最
低
の
四
〇
・
五
％
を
記
録

し
、
若
者
の
雇
用
率
は
深
刻
さ
を
増

し
た
。

中
心
は
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
チ
ャ
ー

　

支
援
政
策
の
中
心
は
Ｉ
Ｔ
ベ
ン

チ
ャ
ー
の
育
成
に
あ
る
。
ア
メ
リ
カ

の
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
を
目
標
に
し
て

い
る
と
見
ら
れ
る
。
か
つ
て
、
韓
国

に
お
い
て
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
チ
ャ
ー
ブ
ー
ム

の
時
期
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
盛
ん

だ
っ
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
は
ほ
と
ん

ど
失
敗
に
終
わ
っ
た
。
そ
れ
は
ベ
ン

チ
ャ
ー
起
業
の
特
性
か
ら
の
み
な
ら

ず
、
韓
国
社
会
が
も
つ
問
題
、
つ
ま

り
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
起
業
の
失
敗
を
補

う
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
無
さ
が

浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。
リ
ス
ク
を
恐

れ
る
若
者
は
起
業
に
躊
躇
し
、
踏
み

出
せ
な
い
。

　

一
方
、
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
チ
ャ
ー
だ
け
で

な
く
、
社
会
福
祉
分
野
に
お
け
る

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
起
業
支
援
を

模
索
す
る
方
向
も
存
在
す
る
。
韓
国

は
急
速
な
経
済
成
長
と
少
子
高
齢
化

が
同
時
に
進
行
し
て
い
る
。
し
か
し
、

経
済
成
長
は
必
ず
し
も
社
会
福
祉
の

向
上
に
繋
が
っ
て
い
な
い
。
今
後
、

韓
国
の
団
塊
世
代
に
当
た
る
ベ

ビ
ー
・
ブ
ー
マ
ー
世
代
が
定
年
を
迎

え
、
本
格
的
な
高
齢
化
社
会
に
突
入

す
る
。
そ
の
需
要
を
賄
え
る
公
共
的

な
サ
ー
ビ
ス
が
足
り
な
い
。
需
要
を

満
た
し
、
ま
た
様
々
な
社
会
の
価
値

を
追
求
す
る
、
若
者
に
よ
る
社
会
的

企
業
の
起
業
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
そ
の
一
方
で
、
警
戒
の

声
も
存
在
す
る
。
つ
ま
り
、
若
者
の

ベ
ン
チ
ャ
ー
起
業
が
中
堅
企
業
と
し

て
成
長
す
る
た
め
に
は
、
現
状
の
体
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制
で
は
足
り
な
い
。
今
の
政
府
や
自

治
体
が
中
心
に
な
っ
て
い
る
支
援
体

制
は
、
短
期
間
で
投
資
規
模
が
小
さ

い
と
い
う
限
界
を
持
っ
て
い
る
。
起

業
が
成
功
す
る
た
め
に
は
、
も
っ
と

大
規
模
な
投
資
と
、
長
期
に
わ
た
る

支
援
が
必
要
だ
。
つ
ま
り
、
資
金
力

を
持
つ
大
企
業
に
よ
る
投
資
と
支
援
、

大
企
業
と
の
連
携
に
よ
る
シ
ス
テ
ム

の
構
築
が
必
要
だ
と
言
わ
れ
て
い
る
。

　

逆
に
長
期
に
わ
た
る
支
援
が
な
く
、

短
期
間
で
の
成
果
中
心
に
な
る
と
、

多
く
の
若
者
の
起
業
は
失
敗
に
終
わ

り
、
若
者
の
失
業
問
題
は
さ
ら
に
悪

化
す
る
可
能
性
が
高
い
。
若
者
へ
の

起
業
支
援
は
両
刀
の
剣
で
も
あ
る
。

【
参
考
資
料
】

韓
国
雇
用
労
働
部
、
中
小
企
業
庁
な
ど
の

中
央
政
府
機
関
Ｗ
ｅ
ｂ
情
報
、
報
道
資

料
ハ
ン
ナ
ラ
党
な
ど
の
政
党
の
Ｗ
ｅ
ｂ
情
報

雇
用
労
働
部
「
雇
用
白
書
二
〇
一
一
」

韓
国
政
府
「
青
年
明
日
つ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
一
次
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
二
〇
一
〇
．

一
〇
．
一
四

韓
国
政
府
「
青
年
明
日
つ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
二
次
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
二
〇
一
一
．

〇
五
．
一
九

中
央
日
報
（
二
〇
一
一
年
九
月
五
日
付
、

九
月
一
九
日
付
）、
連
合
ニ
ュ
ー
ス
（
二

〇
一
〇
年
三
月
一
九
日
付
）
な
ど
新
聞

報
道

Ｉ
Ｌ
Ｏ

Ｇ
20
、
さ
ら
に
雇
用
悪
化
の

恐
れ

　

国
際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
と
経

済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
は

九
月
二
六
日
、「
Ｇ
20
の
雇
用
成
長
率

が
予
測
の
〇
・
八
％
に
と
ど
ま
る
場

合
、
二
〇
一
二
年
に
は
約
四
〇
〇
〇

万
の
大
量
失
業
が
生
じ
る
恐
れ
が
あ

り
、
二
〇
一
五
年
ま
で
さ
ら
に
深
刻

化
す
る
可
能
性
が
あ
る
」
と
の
見
通

し
を
発
表
し
た
。
ソ
マ
ビ
ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ

事
務
局
長
は
、「
雇
用
創
出
を
マ
ク
ロ

経
済
の
最
優
先
事
項
と
す
べ
き
だ
」

と
述
べ
、
Ｇ
20
各
国
に
対
し
て
抜
本

的
な
雇
用
対
策
に
取
り
組
む
よ
う
要

請
し
た
。

進
ま
ぬ
回
復
、
今
後
大
量
失
業
の

危
険

　

発
表
は
、
九
月
二
六
日
か
ら
二
七

日
に
か
け
て
パ
リ
で
開
催
さ
れ
た
Ｇ

20
労
働
・
雇
用
相
会
合
に
向
け
て
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
共
同
で
作
成

し
た
報
告
書
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
た
。

両
組
織
の
代
表
は
「
Ｇ
20
全
体
で
長

引
く
雇
用
の
低
迷
が
、
若
年
失
業
や

長
期
失
業
者
の
増
加
と
い
っ
た
構
造

問
題
を
悪
化
さ
せ
、
弱
い
回
復
の
足

枷
と
な
っ
て
い
る
」
と
指
摘
。
さ
ら

に
「
世
界
全
体
の
失
業
者
数
は
約
二

億
人
に
達
し
て
お
り
、
二
〇
〇
八
年

の
世
界
同
時
不
況
の
最
悪
水
準
に
再

び
近
づ
い
て
い
る
」
と
し
て
、
Ｇ
20

各
国
の
早
急
な
対
応
を
求
め
た
。

　

報
告
書
に
よ
る
と
、
金
融
危
機
に

よ
っ
て
Ｇ
20
全
体
で
は
二
〇
〇
八
年

か
ら
二
〇
一
〇
年
に
か
け
て
約
二
〇

〇
〇
万
の
雇
用
が
失
わ
れ
た
が
、
危

機
前
の
水
準
を
取
り
戻
す
た
め
に
は

二
〇
一
五
年
ま
で
少
な
く
と
も
年

一
・
三
％
以
上
の
雇
用
成
長
率
を
達

成
す
る
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
現

行
で
は
一
％
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、

今
後
は
〇
・
八
％
に
低
下
す
る
こ
と

が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
雇
用
の
伸
び

が
〇
・
八
％
と
、
労
働
力
人
口
の
伸

び
を
下
回
る
状
態
が
続
く
と
、
失
業

者
や
不
完
全
就
業
者
、
生
活
困
窮
者

が
増
加
し
、
二
〇
一
二
年
末
ま
で
に

さ
ら
に
二
〇
〇
〇
万
の
雇
用
が
失
わ

れ
る
こ
と
に
な
り
、
計
四
〇
〇
〇
万

人
の
大
量
失
業
が
生
じ
る
恐
れ
が
あ

る
。

　
回
復
遅
れ
る
日
本
、
震
災
対
応
の

重
要
性
を
指
摘

　

Ｇ
20
に
お
け
る
日
本
の
状
況
を
み

る
と
、
図
の
よ
う
に
、
他
国
と
比
較

し
て
経
済
・
雇
用
と
も
に
指
数
が
低

く
、
金
融
危
機
か
ら
の
回
復
が
非
常

に
遅
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

Ｇ
20
労
働
・
雇
用
相
会
合
で
は
、

前
述
報
告
書
の
ほ

か
各
国
の
政
策
分

析
レ
ポ
ー
ト
も
公

表
さ
れ
た
。
日
本

に
つ
い
て
は
、
急

速
な
少
子
高
齢
化

に
よ
っ
て
二
〇
五

〇
年
ま
で
に
生
産

年
齢
人
口
の
約
四

割
が
減
少
す
る
と

の
予
測
が
出
さ
れ

る
な
か
で
、
女
性

の
労
働
参
加
促
進

が
急
務
で
あ
る
こ

と
や
高
齢
者
の
効

率
的
な
労
働
参
加

の
必
要
性
を
指
摘

し
て
い
る
。

　

ま
た
、
世
界
競

争
の
激
化
で
各
企

業
が
労
働
コ
ス
ト

を
削
減
し
た
結
果
、

非
正
規
雇
用
が
急

増
し
た
こ
と
に
も

触
れ
、
非
正
規
労

働
者
の
社
会
保
障

の
脆
弱
性
や
、
訓

練
・
能
力
開
発
機

会
の
少
な
さ
を
課
題
と
し
て
あ
げ
て

い
る
。
そ
の
う
え
で
、
こ
の
よ
う
な

非
正
規
の
増
加
に
よ
る
生
産
性
の
低

下
は
、
日
本
の
成
長
全
体
を
抑
制
す

る
要
因
と
も
な
り
得
る
と
の
見
方
を

示
し
た
。

　

危
機
後
の
主
な
最
近
の
雇
用
政
策

に
つ
い
て
は
、「
失
業
率
の
急
速
な
悪

化
に
対
応
す
る
た
め
、
失
業
者
の
生

活
保
護
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
拡
大
し
、

失
業
給
付
期
間
を
単
純
延
長
し
な

か
っ
た
こ
と
は
適
切
な
措
置
」
と
評

価
。
そ
の
理
由
と
し
て
、
失
業
者
は

失
業
給
付
期
間
終
了
後
、
生
活
保
護

へ
の
移
行
を
躊
躇
す
る
者
が
多
く
、

結
果
と
し
て
失
業
者
の
就
業
移
行
へ

の
妨
げ
に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
を
あ

げ
た
。

　

最
後
に
、
金
融
危
機
の
対
応
策
と

し
て
日
本
政
府
が
実
施
し
た
「
雇
用

保
険
の
適
用
範
囲
の
拡
大
」、「
生
活

保
護
受
給
の
要
件
緩
和
」、「
求
職
者

支
援
制
度
導
入
」
な
ど
の
各
種
雇
用

政
策
は
、
恒
久
政
策
と
し
て
定
着
さ

せ
る
こ
と
が
必
要
で
、
特
に
今
年
三

月
の
東
日
本
大
震
災
の
被
災
失
業
者

と
有
機
的
に
リ
ン
ク
し
て
い
く
こ
と

も
重
要
と
し
て
い
る
。
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図 2011年第1四半期
G20主要国の実質経済成長指数と総雇用指数

（2008年第1四半期＝100）

* Selected urban areas for the employment rates* Selected urban areas for the employment rates.
1 2010 Q3 for Indonesia (base 100 in 2007 Q3).
Source: ILO Short-Term Indicators Database, OECD Main Economic Indicators Database and national labour force surveys.
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